
Abstract

Since its inception in April 2003, Biwako Seikei Sport College enforced a policy that banned

smoking on campus for the first time in Japan（hereafter, the policy is called“no smoking

policy”）.

This research attempts to verify the effect of the no smoking policy at the college

empirically, by observing the change in students’smoking behavior and awareness, with

fixed point and continuous observation.

Surveys are conducted twice a year（May and December）. We plan to submit our final

report after the end of the 2007 fiscal year. Currently we are presenting an interim report

with corresponding results dictated below.

（1）18.1% of male students smoked before they entered college whereas, 9.2% of female

students smoked. Immediately after entrance, the percentage of the smoking male students

became 15.2%, after six months 19.3% and after a year, 22.8%. As for the female students, the

percentage of the smokers are 6.9%, 9.5%, 9.9% at each survey. The number of the smoking

male students increased slightly while the female students remained about the same.

（2）Compared to another college which has not enforced the no smoking policy, the

percentage of smoking students who spent a year at the college is remarkably low concerning

boys（47.4%）and approximately the same concerning girls（10.1%）.

（3）Typically the average number of cigarettes is about ten per day. Heavy smokers, who

consume 20 or more cigarettes a day, are becoming rare among both boys and girls.

（4）The ratio of students who stop smoking immediately after entrance is pretty high

（25.7%）. This indicates the policy has a beneficial（curative）effect on freshmen.

（5）Smokers who answered“yes”to the question,“if you encounter someone who is

smoking on campus, would you warn him/her?”, was 32.4% while the nonsmoker who
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Ⅰ．はじめに

びわこ成蹊スポーツ大学（以下，びわスポ

大）は，2003年４月より，日本で初めて「キ

ャンパス内全面禁煙というスモーキング・ポ

リシー（Smoking Policy1））」（以下，禁煙ポ

リシー）を開始した。今回の取り組みは，キ

ャンパス内という部分規制である。しかし，

多くの学生にとって一日の大半を過ごす環境

の規制が，喫煙行動・意識に一定の影響を与

えることは十分に予想される。本研究は，学

生（同一集団）の喫煙行動・意識の変化を，

定点的・継続的に観測することで，大学にお

ける禁煙ポリシーの効果を実証的に検証しよ

うとするものである。

１．研究の位置づけ

日本の大学生を対象とした喫煙研究のこれ

までの動向を俯瞰すると，大きく三つの潮流

が認められる。一つは，大学生の喫煙に関す

る知識・行動・意識などを把握したり，喫煙

に影響を与える要因を分析しようとする実態

調査研究2）3）4）5）6）7）8）の流れであり，もう一つ

は，大学生を被験者にして，喫煙が身体に与

える影響を生理的・疫学的に調べる実験研

究9）10）
　

の流れであり，最後の一つが，大学生

に心理的・教育的・医療的に働きかけ，予

防・抑制・治療しようとする介入研究11）の流

れである。

本研究は介入研究の流れに位置づく。以下，

問題への迫り方が理解しやすいよう，「３段

階の喫煙介入モデル12）」（図１）を用いて説

明する。

第１段階は，予防・抑止を目的として，構

成員全体を対象に実施される一次的介入であ

る。これは，非喫煙者には予防的に，喫煙者

に対しては抑止的に働くことを期待して，一

斉的な介入が実施される。この段階での実績

評価はほとんど実施されていない。

第２段階は，初期の喫煙者に対して，（治

療）相談的に実施される二次的介入である。

第一段階と次に述べる第三段階との中間に位

置する。この段階は喫煙者の特定が難しく，

たとえ特定されたとしても，喫煙者自身が禁

煙への意志を示さなければ成功しない。

第３段階は，ヘビースモーカーや喫煙年数

の長い喫煙者に対して，治療目的に実施され

る三次的介入である。ただし，心理的薬理的

依存性のために，禁煙を希望していても成功

は難しい。また，有効な単一の禁煙方法は見

つかっておらず，医師の処方の下，いくつか

の方法が組み合わされて実施される13）。

ところで，介入研究での迫り方を上記のよ

うに捉えると，目的と対象者の範囲が定めや

すく，また，到達すべき目標も明らかになっ

てくる。本研究は第一段階の介入的研究に位

置づけられるが，介入は個々の学生に直接的

に実施されるのではなく，学生を取り巻く環
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図１　３段階の喫煙介入モデル

三次的介入 
特定の対象者 
（治療など） 

一次的介入 
すべての対象者 

（教育・指導・規制など） 

二次的介入 
一部の対象者 

（相談・援助・支援など） 



境を規制することによって間接的に実施され

る。よって規制の効果は，非喫煙者には予防

的，喫煙者には抑止的に働くことを到達目標

に評価されることになる。

２．研究のねらい

大学における禁煙ポリシーの評価は，これ

までほとんど実施されてこなかった。それが

可能になったのにはいくつか理由が考えられ

るが，その最大の理由は，公共の場での受動

喫煙防止対策の必要性の高まりが社会的に認

知され，その対策を講じることに，それほど

強い反対意見が出なくなったことにある。

特に，厚生労働省が進める「健康日本21」

や，これを背景とした「健康増進法（2002年

に制定，2003年施行）」の第25条に，「受動喫

煙の防止」が明記された影響は大きい。同法

は，多数の者が利用する施設を管理する者に

対して，受動喫煙防止のための措置を講じる

ことを義務づけている。文部科学省も公共の

場である大学に受動喫煙の防止の努力を要請

するようになってきている。

①期待される直接的効果

大学で禁煙ポリシーを実施することの直接

的効果は以下の２点である。

１つ目は，喫煙者の喫煙習慣開始時期は20

歳前後が最も多い14）15）16）17）といわれているこ

とにある。スポーツ系大学学生の喫煙動向を

コホートで追った研究でも，法的に喫煙を表

明できる年齢である２年生での急増（１年生

21.7％，２年生47.4％，３年生56.5％）が指

摘されている18）。キャンパス内という部分規

制ではあるが，20歳前後の多くの学生にとっ

て一日の大半を過ごす環境の規制は，非喫煙

者に対して予防的に働くことが十分に予想さ

れる。

２つ目は，ニコチン依存に陥った場合，そ

こから抜け出すことが困難ということにあ

る。例えば，『DSM-IV-TR精神疾患の診断』

によると，喫煙者の80％以上が禁煙したいと

回答し，35％は毎年やめようと試みるものの，

独力でやめることに成功するのは５％以下に

留まる19）という。また，日本のある職場の禁

煙介入研究でも，介入しなかった群の禁煙成

功率は3.1％に過ぎず，しかも二次的介入し

てもその成功率は12.9％であった20）という。

今回の取り組みは，一次的介入であるため，

二次的・三次的介入と比較してその効果はそ

れほど高いとは考えられないが，大学生とい

う初期段階の喫煙者が一日の大半を過ごす環

境の規制は，喫煙者の喫煙行動・意識に，一

定程度抑制的に働くことが期待される。

②期待される副次的効果

さて，大学で禁煙ポリシーを実施すること

の副次的効果について二点述べたい。

日本では，保健体育教師の喫煙率が他教科

の教師よりも高いという調査21）22）がある。そ

こで１点目として，保健体育教師を志望する

学生が多い「びわスポ大」が禁煙ポリシーを

実施するということは，児童・生徒の喫煙行

動に影響を与えるであろう教師を養成する機

関として大いに意義がある。

２点目は，禁煙ポリシーが所属する教職員

への禁煙意識・行動を促進する効果も期待で

きるということである23）。

以上，大学で禁煙ポリシーを実施すること

で期待される直接的効果と副次的効果を述べ

た。なお，副次的効果の視点は重要ではある

が，本研究の主なねらいではないので，ここ

では指摘するだけに留めることにしたい。

３．先行研究

先に，日本の大学における禁煙ポリシーの

評価研究がほとんど実施されてこなかったと

述べた。諸外国，特に米国の大学でも，禁煙

ポリシーの実施は拡大されつつあるものの，

その評価はほとんど報告されていない。

例えば，American College Health Associ-

ation（ACHA）, American Cancer society

（ACS）, National Center on Addiction and

Substance Abuse（CASA）などの各種団

体・学会は，大学構内での喫煙に関するポリ
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シーの実施を奨励24）している。

さて，このような中で米国の大学生の喫煙

が1990年代に劇的に増加したのに対して，大

学がどんな対応をしたかを四年制大学393校

の保健センター長に対して調査した結果で

は，回答者の85％が学生の喫煙を問題として

考え，81％の大学が全ての公的エリアを禁煙

にし，27％が学生寮のプライベートな部屋ま

で禁煙にしている25）。また，公立大学の54％

は，キャンパス内のすべての建物と学生宿舎

での喫煙を禁止し，68％が煙草の販売をやめ，

32％が大学新聞で煙草の広告を認めていな

い26）
　

。

ところが，このようにポリシーの実施状況

が報告されているにもかかわらず，その効果

は評価するまでには至っていない。現在のと

ころ，唯一，Florida’s Clean Indoor Air

Actが制定された際，キャンパスの建物内の

喫煙規制が，学生の大多数に支持され，喫煙

の抑止力につながり，しかも喫煙規制は学生

間には対立をもたらさなかった27）という報告

があるだけである。米国でも，大学が学生の

喫煙に対してポリシーレベルで対応すること

が常識となりつつあるが，その効果の評価は

ほとんどなされていないのである。

つまり，日本及び諸外国（主に米国）では，

喫煙ポリシーの評価研究はほとんど実施され

ておらず，本研究は国際的に見ても価値があ

ると考えられるのである。

本研究は，学生（同一集団）の喫煙行動・

意識の変化を，定点的・継続的に観測するこ

とで，日本で初めて大学における禁煙ポリシ

ーの効果を実証的に検証するものである。な

お，定点的・継続的観測は，年2回，調査月

を定めて実施する計画である。最終的報告は

2007年度以降となり，今回はその中間報告に

位置づく。

Ⅱ．研究方法

１．時期・対象・方法

調査対象者は，2003年度のびわスポ大入学

者全員239名（男子152名，女子87名）である。

調査は，2003年６月（入学直後）の第１回

目の調査を起点にして，６ヶ月後の同年12月

（第２回目），１年後の2004年６月（第３回目）

に，無記名の自己記入による質問紙調査を実

施した。

２．質問紙

質問紙は，WHO（Guideline for the conduct

of smoking habit surveys, 198328）,198729）），

総務庁（青少年の薬物認識と非行に関する研

究調査,199730）），厚生省（喫煙と健康問題に

関する実態調査,1998 31）），尾崎・蓑輪ら

（1996年度未成年者の喫煙行動に関する全国

調査,199932））などを参考に作成した。また，

「喫煙者」の定義は，これらの先行研究から

１カ月に１本以上喫煙する者とした。

調査項目は，①性別・年齢，②入学前１年

間と調査時の前月の喫煙の「頻度（日数）」

と「量（本数）」の変化，③喫煙開始学年，

④キャンパス内全面禁煙化からの影響，⑤禁

煙への意志，⑥キャンパス内全面禁煙化への

意見・感想などである。なお，１年後の第３

回目の調査（2004年６月）では，新たに⑦喫

煙維持要因（自由記述），⑧学内外の喫煙に

対する規範意識・行動の２項目を追加した。

Ⅲ．結　果

１．回収状況

有効回答数は表１の通りである。なお，平

均年齢は第３回目の調査（2004年６月）時点

で，男子19.33歳（SD1.04），女子19.25歳

（SD0.54）である。

２．男女別喫煙状況

①喫煙経験者率

第１回目の調査では，これまでに一度でも

喫煙をしたことのある学生が58名（25.8％）

であり，その内訳は男子43名（31.2％），女

子15名（17.2％）である。尾崎・蓑輪らの全

国調査（1999）における高校３年生の喫煙経
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験者率（男子60.9％，女子39.7％）を母比率

にして２項検定すると，ともに有意であった

（両側検定：順に，p<.01，p<.01）。したがっ

て，調査対象学生の喫煙経験者率は，男女と

もに全国の高校３年生と比較して低率であ

る。

②入学前の喫煙者率

入学前の喫煙者は33名（14.7％）。その内

訳は男子25名（18.1％），女子８名（9.2％）

である。尾崎・蓑輪らの全国調査（1999）に

おける高校３年生の喫煙者率（男子40.7％，

女子15.8％）を母比率にして２項検定すると，

男子は有意であった（両側検定：p<.01）が，

女子は有意でなかった。したがって，調査対

象者の入学前の喫煙者率は，男子には低率と

いえるが，女子にはいえない。

③喫煙頻度の推移

入学前，入学直後，６ヶ月後，１年後の順

に，喫煙頻度の推移をまとめたものが表２で

ある。「ときどき」は男女とも横ばい，「ほぼ

毎日」は男女とも入学直後は減少したが，そ

の後徐々に増加している。しかし，男女とも

調査間に有意差は認められなかった（直接確

率計算）。このことは，統計的に男女ともに，

喫煙者の喫煙頻度が抑制されているといえ

る。

④喫煙者率の推移

入学前の喫煙者率は男子25名（18.1％），

女子８名（9.2％）であり，その後の推移は，

男子が21名（15.2％），21名（19.3％），29名

（22.8％）で，女子が６名（6.9％），８名

（9.5％），女子８名（9.9％）であった。喫煙

者率は男子が微増傾向，女子が横ばい傾向で

ある。検定の結果，男女とも各調査間の喫煙

者率の変化に有意差は認められない（直接確

立計算）。このことは，喫煙者率に微増傾向

が認められた男子でも，統計的には喫煙者の

増加が抑えられているということである（男

子図２，女子図３）。

⑤喫煙量の推移
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表１　各調査の回収状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　人（％）

第１回調査 第２回調査 第３回調査

有効回答数 男 225 138 193 109 208 127

（％） 女 （97.8） 87 （99.5） 84 （99.0） 81

表２　喫煙者の頻度の推移（男女別） 人（％）

入学前 第１回調査 第２回調査 第３回調査

ときどき（1ヶ 男 4（2.9） 6（4.3） 3（2.8） 5（3.9）

月に1日以上） 女 3（3.4） 3（3.4） 2（2.4） 2（2.5）

毎　日
男 21（15.2） 15（10.9） 18（16.5） 24（18.9）

女 5（5.7） 3（3.6） 6（7.1） 6（7.4）

表３　喫煙者の喫煙量の推移（男女別） 人

男 女

入学前 第１回 第２回 第３回 入学前 第１回 第２回 第３回

10本未満 5 10 8 11 4 4 2 3

10－19本 9 6 8 13 2 2 5 5

20本以上 9 4 4 5 2 0 1 0

平均本数（本） 13.7 9.9 11.0 11.9 10.6 7.0 10.6 9.4



「10本未満」「10－19本」「20本以上」を，

入学前，入学直後，６ヶ月後，１年後の順に，

男女別にまとめると，表３の通りである。男

女とも「平均本数」は減少傾向にある。直接

確率計算の結果，男女とも「20本以上」の減

少に有意差が認められた（両側検定：p<.05）。

入学直後から，半年後，１年後にかけて，男

女の「20本以上」の喫煙者（ヘビースモーカ

ー）が減少傾向にある。

Ⅳ．考　察

１．禁煙ポリシー未実施大学との比較分析

①コホート比較

禁煙ポリシー未実施の仙台大学体育科（’96

入学）の「入学直後」「１年後」の喫煙者率

を期待値にして，びわスポ大（’03入学）の

喫煙者率について検定した結果（母比率不等

による直接確立計算），男女とも入学直後は

有意ではなかった。しかし，１年後にはびわ

スポ大の男子のみで喫煙者率が有意に低かっ

た。全面禁煙のポリシーが男子では有効に働

いているが，女子では働いていない（男子図

２，女子図３）。

これは，女子の入学前の喫煙者率が，全国

調査と比較して同程度に高かったことと関係

が深いものと考えられる。また，喫煙量（本

数）も少ない者が多数を占めているため，た

とえ環境が一時的に規制されても，それほど

喫煙者率に影響を与えないもの（間隔を空け

て喫煙することが可能であるから）とも推測
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図３　女子喫煙者率の推移（コホート）比較

入学前 入学後 6カ月後 1年後 1年半後 2年後 
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される。

②禁煙率の比較

倫理的なことも含めて，20歳未満の喫煙状

況を調査する場合，個人を特定してその変容

を継続的に追うことは極めて難しい。そこで，

集団全体が行動変容すると仮定して，禁煙率

=（やめた者）/（喫煙者+やめた者）とした。

びわスポ大学で入学直後，吸うのをやめた学

生は７名，喫煙者は20名，禁煙率は25.9％で

ある。同様にして６ヵ月後27.5％，１年後

5.2％である。一方の仙台大は１年後13.9％，

２年後が10.3％である。びわスポ大の１年生

の時期での禁煙率が高い傾向にある。フレッ

シュマン期は喫煙者に対して治療的効果が期

待できるが，さらに，キャンパス内全面禁煙

という喫煙ポリシーは，さらにその効果を後

押ししていることが示唆される。

③喫煙開始率の比較

喫煙開始率=（吸い始めた者）/（非喫煙

者+吸い始めた者）とすると，入学直後に吸

い始めた学生１名，非喫煙学生191名となり，

喫煙開始率は0.5％である。同様に６ヵ月後

3.2％，１年後1.2％となる。仙台大は，１年

後が31.1％，２年後24.8％である。１年後の

びわスポ大の喫煙開始率は，仙台大と比較し

て顕著に低率である（直接確立計算，p<.01）。

このことは，全面禁煙ポリシーが，非喫煙者

には予防的に，既喫煙者には再発防止的に働

いているということである。

２．喫煙行動・意識の分析

①喫煙行動維持要因

１年後，37名の喫煙継続者に喫煙継続理由

を尋ねてみると，「なぜか吸ってしまう」「な

んとなく口が寂しい」「周りが吸っていると

誘惑される」「吸わないと落ち着かない」「イ

ライラすると余計に吸う」「吸わなかったら

ストレスがたまる」等の記述が見い出せた。

これら結果から，喫煙を継続する理由を分類

すると，互いに独立ではないが，「無自覚的」

喫煙，「環境誘因的」喫煙，「ニコチン依存的」

喫煙の３要因が抽出された。

これらの要因別にどう対処するかは今後の

課題であるが，その際，ニコチン依存に至っ

ていない場合と，至っている場合とでは対応

が異なると考えると方策も立てやすい。例え

ば，ニコチン依存に至っていない場合の対応

は３つ考えられる。一つは何となく喫煙して

しまっているようなケースである。この場合

は新たに価値のある目標に目を向けさせるこ

とによって煙草から遠ざけるような方策を取

ることである。もう一つは喫煙が自分に取っ

て価値ある行為と認識しているようなケース

である。この場合は認識や信念に訴えかける

方策を取るようにする。最後は仲間などの関

係性の中で喫煙されているようなケースであ

る。この場合は集団の解体や仲間からの離脱

を促すような方策を取るのである。なお，ニ

コチン依存に至っている場合は，禁煙外来な

ど医療機関との連携が必要となってくる33）。

②喫煙規範行動・意識の比較

非喫煙者と喫煙者とも，学内では規範行

動・意識とも有意ではなかった（表４）。し

たがって，学内では，非喫煙・喫煙者問わず

規範行動・意識が同じように働いている。一

方，学外は規範意識において有意な人数の偏
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表４　規範意識・規範行動　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　人（％）

規範意識・行動 吸ってよい
吸っちゃダメ

無関心 無回答
注意できない 注意する

喫煙者 学外 18（48.6） 1（2.7） 0（0） 16（43.2） 2（5.4）

37名 学内 ＿2（5.4） 5（13.5） ＿12（32.4） 15（40.5） 3（8.1）

非喫煙者 学外 39（22.8） 24（14.0） 9（5.3） 96（56.1） 3（1.8）

171名 学内 ＿5（2.9） 46（26.9） ＿63（36.8） 53（31.0） 4（2.3）



りが認められた（χ2（2）=13.77，p< .01）。

残差分析の結果，喫煙肯定が非喫煙者よりも

喫煙者に有意に多く，喫煙否定でその逆であ

った。学外では，規範意識に限っていえば，

喫煙者は喫煙を（多くが20歳未満にもかかわ

らず）肯定的に，非喫煙者は規制がない学外

でも喫煙を否定的に捉えているといえる。

③禁煙への意志の推移

入学直後，６ヶ月後，１年後の順にまとめ

たものが表５である。傾向として，年度の始

め（第１，３回調査）は「前期中にやめる」

が増加するが，年度半ば以降（第２，３回調

査）には「今年度中にやめる」も含めて減少

し，「卒業するまでにやめる」「今のところや

めるつもりはない」が増えている。これは，

年度当初に禁煙を決意するが，半ば頃までに

挫折してしまうことを示している。禁煙指導

は各年度はじめ（４月）が効果的ということ

である。また，入学直後の調査時点で「やめ

たいがどうしてもやめられない」という学生

が６名（男子「ときどき」１名・「毎日」３

名，女子「ときどき」２名）であったのが，

１年後11名（男「毎日」９名，女「毎日」２

名）に増加している。これらの学生には環境

の規制だけでなく別の支援（二次，三次的介

入）が必要と考えられる。

３．入学直後に限っての分析

これまでの結果・考察から，入学直後の喫

煙状況に著しい変化が見られた。ここで項を

起こして再度その特徴的な部分を取り上げ，

深く考察を加えたい。

①自由記述文の分析

入学直後の喫煙の改善状況をまとめたの

が，表６の「改善」の欄である。本数が「減

った・やめた」の23名を「改善あり」群とし，

「変わらない・増えた・始めた」の11名を

「改善なし」群として自由記述を分析すると，

キャンパス内全面禁煙化に対して，「改善あ

り」では「禁煙を進めるのはよいこと」「そ

んなに苦じゃない」「やめるのにいいきっか

けになった」など肯定的な，「改善なし」で
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表６　入学直後の喫煙本数の変化　　　　　　　　　　　　　　　　　　人（％）

本数

減った

やめた

吸ってない

変わらない

増えた

始めた

計

人数

16（7.1）

7（3.1）

191（85.0）

7（3.1）

3（1.3）

1（0.4）

225

改善

あり
23（10.2）

どちらでもなし

なし
11（4.8）

225

方向

改善
プラス方向
23（10.2）

変化なし
198（88.1）

悪化
マイナス方向

4（1.7）

225

表５　喫煙者の禁煙への意思の推移　　　　　　　　　　　　　　　　　人（％）

第１回 第２回 第３回

前期中にやめる 8（29.7） 7（21.2）

今年度中にやめる 6（22.2） 3（11.5） 4（12.1）

２，３年以内にやめる 4（14.8） 4（15.4） 4（12.1）

卒業までにやめる 3（11.1） 5（19.2） 2（6.1）

今のところやめるつもりはない 6（22.2） 14（53.9） 16（48.5）

計 27 26 33



は「喫煙場所をつくって」「キツイ」など否

定的な意見・意識が多くみられた。当然では

あるが，キャンパス内全面禁煙の規制効果は，

それを肯定的に受け入れられる学生には高

く，逆に否定的にしか受け入れられない学生

には低い。施策の成功（改善あり）は，肯定

的（共感的・納得的）な意識と密接に関係す

ることを示している。

②部分規制の効果

入学直後の喫煙本数の変化の方向をまとめ

たのが，表６の「方向」の欄である。

入学前後の喫煙本数の変化の方向を，「減

った・やめた」をプラス方向，「増えた・始

めた」をマイナス方向としてサイン（符号）

検定した結果，プラス方向に変化した人数が

マイナス方向に変化の人数よりも有意に高か

った（両側検定：p<.01）。よって，入学直後

に一日の大半を過ごす環境を規制すること

は，喫煙の本数を減らしたり，喫煙をやめさ

せたりという（治療的）改善効果を期待でき

ることが示唆される。

③部分規制の直接的効果

部分規制が本数を減らしたり，喫煙をやめ

させたりという（治療的）改善効果を期待で

きるとしても，それが本当に規制による効果

なのか，健康など他の理由による効果なのか

わからない。入学直後，キャンパス内全面禁

煙化が直接「いいきっかけとなった」と回答

した学生が８名（吸うのをやめた２名，本数

が減った６名）いた。部分規制の直接的効果

率＝直接影響を受けた者/（入学前の喫煙者

+入学後の新たな喫煙者）とすると，その値

は8/34（23.5％）となる。入学直後に限って

いえば，キャンパス内を全面禁煙だけでこの

数値が得られたということは，その効果が小

さいとは決していえないと考えらえる。

喫煙者の喫煙行動の見直しは，フレッシュ

マンの時期が効果的で，学年が進むと効果が

低下していく。入学は新たな生活のスタート

であり，喫煙も含めてそれまでの生活を見直

すよい機会といえる。

Ⅴ．おわりに

今回は，「男女別喫煙状況の推移」，「禁煙

ポリシー未実施大学との比較」，「喫煙行動・

意識の分析」，「入学直後に限っての分析」の

四つの観点から，大学における禁煙ポリシー

の効果を検討した。

中間報告であるので結論的なことは述べら

れないが，現時点での主な結果を以下に示す。

①男女とも，喫煙頻度は抑制されている。

喫煙者率は，男子で微増傾向，女子で横ばい

傾向にある。また，喫煙量（本数）は，男女

とも１日平均で約10本程度で推移している。

一方で，１日20本以上のヘビースモーカーは

減少傾向にある。

②禁煙ポリシー未実施大学と比較して，男

子の喫煙者率が著しく低い。また女子の喫煙

者率は押し上げられていない。フレッシュマ

ン期は多くの禁煙者が出現している。禁煙ポ

リシーは，既喫煙者が再び喫煙しなくなった

り（再発防止），非喫煙者が喫煙しない（予

防）といった効果が期待できる。

③禁煙ポリシーは，キャンパス内の喫煙者

の喫煙に対する規範行動・意識を，非喫煙者

と同程度に高めることができる。

④喫煙者の喫煙行動の見直しは，入学直後

が最も効果的である。入学直後，禁煙ポリシ

ーによって禁煙することができたと回答した

学生は23.5％であった。この時期に禁煙に成

功した学生の自由記述文を分析すると，禁煙

ポリシーが肯定的（共感的・納得的）に受け

止められている。
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